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第１章 計画策定の目的 

 

 地方公共団体においては、過去に整備された公共施設等が今後一斉に更新時期を迎える

のに対し、財政状況は厳しく、人口減少と高齢化の進行も相まって、長期的な視点から財政

負担の軽減や平準化、施設の適正な配置等を進めていくことが求められています。 

 本市においても、昭和５０年代から６０年代にかけて、公共施設やインフラ資産を集中的

に整備してきました。しかし、これらの多くは、建築後３０年以上が経過し、老朽化が進ん

でおり、今後更新費用が増加することが予想されます。 

 こうしたなか、本市では平成２８年８月に「伊勢崎市公共施設等総合管理計画」を策定、

令和４年３月に改訂し、所有施設の状況や、更新にかかる費用の推計、施設区分別の方針等

を示していますが、施設毎の具体的な整備については、各個別施設計画で策定することにな

りました。 

 こうした経緯を受け、本計画は、「伊勢崎市公共施設等総合管理計画」のうち本庁舎・赤

堀支所庁舎・あずま支所庁舎・境支所庁舎について、今後の具体的な対応方針をとりまとめ

るとともに、更新費用の縮減と市民サービスの確保の両立を図ることを目的に策定するも

のです。 

 

 

第２章 計画期間、対象施設等 

 

１ 計画期間 

 

 本計画の計画期間は、令和７年度から、令和３２年度までとし、以下の計画期間に区分し

ます。 

①短期：令和 ７年度～令和１１年度（５年間） 

②中期：令和１２年度～令和１６年度（５年間） 

③長期：令和１７年度～令和３２年度（１６年間） 
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２ 対象施設 

 

 本計画は、本庁舎・赤堀支所庁舎・あずま支所庁舎・境支所庁舎を対象とします。所有す

る建物及び工作物等は以下のとおりです。 

庁舎名 棟名称等 延床面積（㎡） 建築年月日 大規模改修年月日 

本庁舎 

本館 9,337.35 S43.5.31 H23.2.28 

東館 6,640.54 H20.10.31 - 

北館 2,121.25 S62.9.3 - 

議事堂 284.23 S54.3.2 H23.2.28 

ポンプ室 7.67 H14.10.27 - 

駐輪場（本館北側） 120.00  S58.10.12 - 

駐輪場（本館南側） 13.81 H24.2.29 - 

駐輪場（東館南側） 21.06 H20.10.31 - 

赤堀支所庁舎 

庁舎 2,607.09 S47.8.30 - 

庁舎（別棟） 329.08 H5.5.31 - 

倉庫 1 126.00 H 元.3.31 - 

倉庫 2 159.82 S47.8.30 - 

変電所 25.60 H29.12.18 - 

駐輪場（庁舎西側） 30.34 H5.5.31 - 

駐輪場（庁舎東側） 17.94 H5.5.31 - 

あずま支所庁舎 

庁舎 2,776.71 S54.3.31 - 

車庫 1 209.99 S54.3.31 - 

車庫 2 73.35 S54.3.31 - 

北カーポート 1 81.48 H4.3.10 - 

北カーポート 2 81.48 H4.3.10 - 

駐輪場 17.60 S54.3.31 - 

変電所 6.65 S54.3.31 - 

境支所庁舎 

庁舎 2,406.79 S37.10.31 - 

会議用庁舎 967.74 H3.2.20 - 

倉庫 1（庁舎西側） 100.00 H4.10.7 - 

倉庫 2（庁舎西側） 22.00 H4.10.7 - 

駐輪場（庁舎南側） 58.00 S37.10.31 - 

駐輪場（庁舎東側） 56.95 H3.2.20 - 
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３ 優先順位の基本的な考え方 

 

 今後の施設の対策については、棟ごとの重要性（Ａ～Ｃ）及び老朽化度（Ａ～Ｃ）に基づ

き、優先順位を決めて計画的に進めていきます。 

 重要性及び老朽化度については、建築物と工作物・附帯設備ごとに判断基準を以下のとお

りとします。 

 

〈建築物〉 

重要性：設置の目的・用途・建物の状況・利用状況・コストの状況等により判断する 

Ａ 施設の機能を実質的に確保するうえで、存続させる必要がある建物 

Ｂ 施設の機能を実質的に確保するうえで、存続に向けて検討する必要がある建物 

Ｃ 施設の機能を実質的に確保するうえで、あまり必要ではない建物 

 

老朽化度：経過年数をもとに劣化の程度・損傷の程度・耐震性等により総合的に判断する 

Ａ 建築後または大規模改修後、３０年未満の建物 

Ｂ 建築後または大規模改修後、３０年以上６０年未満の建物 

Ｃ 建築後または大規模改修後、６０年以上の建物 

※老朽化度の年数基準の３０年は、建物附属設備（電気設備、昇降機設備等）及び配管等の

耐用年数(改修時期)が一般的に１５年とされていることから、２回目の改修時期を大規模

改修時期として設定。また、６０年は、日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」

に基づく建物の標準的な耐用年数として設定。 

 

〈工作物・附帯設備〉 

重要性：設置の目的・用途・建物の状況・利用状況・コストの状況等により判断する 

Ａ 施設の機能に関連し、存続させる必要がある工作物（附帯設備） 

Ｂ 施設の機能に関連しないが、存続させる必要がある工作物（附帯設備） 

Ｃ 施設の機能に関連がなく、あまり必要ではない工作物（附帯設備） 

 

老朽化度：経過年数をもとに劣化の程度・損傷の程度・耐震性等により総合的に判断する 

Ａ 設置からの経過年数が法定耐用年数の半分未満の工作物（附帯設備） 

Ｂ 設置からの経過年数が法定耐用年数未満の工作物（附帯設備） 

Ｃ 設置からの経過年数が法定耐用年数を超えた工作物（附帯設備） 
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※老朽化度の法定耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年 3 月

31日大蔵省令第 15号）」に基づくものです。 

 

 建物の改修や建替えの際には、まず重要性を基本として、これに老朽化度を加えて総合的

に判断することで優先順位を決めていきます。 

具体的には重要性が高いＡの建物は、老朽化度が高いＣの建物から優先的に対策を講じ

ます。また、重要性がＢの建物は老朽化度を考慮のうえ、他との統合や複合化を含めて対策

を検討します。重要性がＣの建物は基本的に取壊しを前提としたうえで、対策を検討します。 

 

 

４ 更新の考え方 

 

 更新の考え方は以下のとおりです。 

 

 更新の考え方 

建替え 

現在ある施設の運営を継続する必要がある場合で、建物の劣化等の状態を

踏まえたうえで、建替えの必要がある場合に採用します。本計画では建築後

６０年を目安に実施を想定します。 

大規模改修 

現在ある施設の運営を継続する必要がある場合で、建物の劣化等の状態を

踏まえたうえで、建築当初の水準以上に機能を向上させつつ、社会的水準

（脱炭素化、バリアフリー化、ユニバーサルデザイン化など）を満たすため

の改修工事及び設備機器の更新工事の大規模改修の必要がある場合に採用

します。本計画では建築後３０年を目安に実施を想定します。 

改修 
現在ある施設の運営を継続する必要がある場合で、建物の劣化等の状態を

踏まえたうえで、施設・設備改修の必要がある場合に採用します。 

統合 

現在ある施設の運営を継続する必要がある場合で、建物の劣化等の状態を

踏まえたうえで、現在の施設が需要に対して過大であることや管理効率が

悪いことなどから、類似施設と機能集約する場合に採用します。     

他の施設に統合される場合、当該建物は原則として取壊しとなります。 

取壊し 

現在ある施設の運営を継続する必要がない場合で、建物の劣化等の状態を

踏まえたうえで、用途変更や譲渡・売却、貸付ができない場合に採用しま

す。 
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5 

 

第３章 個別施設の計画 

第１節 本庁舎 

（１）現状と課題 

 

１ 現状 

 本庁舎は、令和４年度末において、総延床面積は１８,３９１.０４㎡です。このうち、本

計画で対象とする建物は、附帯設備・工作物を除いた本館（９,３３７.３５㎡）、東館（６,

６４０.５４㎡）、北館（２,１２１.２５㎡）、議事堂（２８４.２３㎡）です。 

 また、建築の経過を見ると、本館は昭和４３年５月に建築、議事堂は昭和５４年３月に建

築し、その後平成２３年２月に耐震補強及び大規模改修工事を実施しています。東館は平成

２０年１０月に建築し、建築後１４年が経過しています。北館は昭和６２年９月に建築し、

建築後３５年が経過し、大規模改修が必要な時期の目安とされる築３０年を超えています。 

 

２ 課題 

 老朽化の進んでいる建物で大規模改修の実績がない建物や設備については、効果的な改

修を行うことにより、長寿命化を進めて更新費用の縮減を図る必要があります。また、建物

の改修や更新の際にはバリアフリーの推進やユニバーサルデザインの導入についても検討

するとともに、民間活力の活用等についても検討し、効率的な施設運営や行政サービスの維

持向上を図り、また、「第３次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の内容を踏

まえ、公共施設等の計画的な改修等による脱炭素化の推進を図る必要があります。 

 

本庁舎配置図 
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（２）対策の優先順位 

 

 本館、東館、北館、議事堂は公務の執行及び運営に欠くことのできない建物であり、引き

続き利用を継続する必要があります。また、利用者も多い状況であることから、重要性を全

てＡとしました。 

 本館、議事堂は平成２３年２月に大規模改修を実施し、東館は平成２０年１０月に建築し

たことから、老朽化度はＡとします。北館については、大規模改修が必要な時期の目安とし

ている築３０年が経過しているため、老朽化度はＢとし、今後、計画的に改修に取り組んで

いきます。 

 

棟名称 建築年月 大規模改修年月 重要性 老朽化度 

本館 昭和 43年 5月 平成 23年 2月 Ａ Ａ 

東館 平成 20年 10月 - Ａ Ａ 

北館 昭和 62年 9月 - Ａ Ｂ 

議事堂 昭和 54年 3月 平成 23年 2月 Ａ Ａ 

 

※＜建築物＞の重要性・老朽化度は「第２章３ 優先順位の基本的な考え方」（３ページ）

に掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

7 

 

（３）個別施設の状態等 

 

 本館、東館、議事堂は利用状況や将来的なニーズも踏まえながら維持管理に努め、整備を

進めます。 

 北館については、大規模改修が必要な時期の目安としている築３０年が経過し、特に、給

排水衛生設備の老朽化が進んでいるため、計画的に更新を行っていきます。 

 

施設名称 本庁舎 

棟名称 本館 東館 北館 議事堂 

構造 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 

延床面積 9,337.35㎡ 6,640.54㎡ 2,121.25㎡ 284.23㎡ 

建築年月 昭和 43年 5月 平成 20年 10月 昭和 62年 9月 昭和 54年 3月 

増築年月 

・昭和 53年 3 月 

 増築棟 

・昭和 57年 9 月 

 1 階旧コーナー 

・平成 2 年 3 月 

 5 階西側 

 1 階旧市民ロビー 

― 
・平成 18年 12 月 

 南側軒下 

・平成 23年 2 月 

 エレベーター棟 

経過年数 54年 14年 35年 43年 

耐用年数 60年 60年 60年 60年 

大規模改修年月 平成 23年 2月 - - 平成 23年 2月 

劣化・損傷 - - 

給排水衛生設備

の老朽化が進ん

でいる。 

- 

重要性 Ａ Ａ Ａ Ａ 

老朽化度 Ａ Ａ Ｂ Ａ 
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（４）対策内容、実施時期、費用 

 

 今後の建物の対策内容や実施時期、及び対策費用について棟ごとに示します。 

 

【本館】 

 本館は昭和４３年５月に建築し、平成２３年２月に耐震補強及び大規模改修工事を実施

し、老朽化も進んでいないことや利用者も多いことから、現状の機能を維持・継続します。

耐用年数は、令和１０年度に迎えますが、平成２２年度に大規模改修工事を実施し、長寿命

化を図りましたので、使用目標年数を令和３７年度とし、東館の大規模改修後の建替えを検

討します。設備に関しては、脱炭素化の推進を図るため太陽光発電設備の設置を短期（令和

７年度から令和１１年度まで）に計画します。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

本館 

昭和 43 年 

5 月 

9,337.35 Ａ Ａ 

改修 

（屋根・太陽光） 

140 

改修 

（空調・受電・給排水） 

338 

改修 

（屋根・照明） 

158 

9,337.35 636 

 

【東館】 

 東館は平成２０年１０月に建築し、現状では老朽化は進んでいませんが、利用者も多いこ

とから現状の機能を維持する必要があります。将来実施する本館の建替えを見据えて、建築

後３０年を迎える長期（令和１７年度から令和３２年度まで）に照明設備改修工事や給排水

衛生設備改修工事、受電設備改修工事、空調設備改修工事、屋根防水改修工事の大規模改修

工事を計画します。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

東館 

平成 20 年 

10 月 

6,640.54 Ａ Ａ  

改修 

（空調・受電・給排水） 

868 

大規模改修 

照明・給排水・受電 

空調・屋根 

1,885 

6,640.54 2,753 (    ) 
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【北館】 

 北館は昭和６２年９月に建設し、大規模改修の目安とされる建築後３０年が経過してい

ることを踏まえ、老朽化した設備は改修を実施し、将来的には本館建替えの際に機能集約を

図ることを検討します。老朽化している設備については短期（令和７年度から令和１１年度

まで）で給排水衛生設備の改修を計画し、施設の長寿命化を図ります。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

北館 

昭和 62 年 

9 月 

2,121.25 Ａ Ｂ 

改修 

（給排水） 

40 

 

改修 

（屋根・空調・照明） 

107 

2,121.25 147 

 

【議事堂】 

 議事堂は昭和５４年３月に建設し、平成２３年２月に耐震補強及び大規模改修工事を実

施し、現在は老朽化が進んでいないため、耐用年数は、令和２１年度に迎えますが、平成２

２年度に大規模改修工事を実施し、長寿命化を図りましたので、使用目標年数を令和３７年

度とし、将来的に本館建替えの際に機能集約を図ることを検討します。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

議事堂 

昭和 54 年 

3 月 

284.23 Ａ Ａ  

改修 

（空調・給排水） 

63 

改修 

（屋根・照明） 

75 

284.23 138 

 

※点検・診断及び修繕は、適宜実施します。 

 

〈対策費用の算定方法〉 

・大規模改修費用については、国土交通省の令和６年度新営予算単価を参考に単価を２６万

円/㎡として試算しています。 

・大規模改修単価は、バリアフリー対応等社会的改修費用を含んでいます。 

・改修費用については、過去の類似案件の実績から試算しています。 
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＜平成２８年度からこれまでの取り組み＞ 

 

設備等の更新事業 

実施年度 施設名称 実施内容 金額（円） 延床面積（㎡） 

平成 28年度 本館 本館 5階空調設備入替工事 1,749,600 － 

〃 東館 東館 3階応接室外空調機設置工事 5,832,000 － 

平成 29年度 東館 東館 2階南側空調機設置工事 17,226,000 － 

平成 30年度 東館 東館 4階南側空調機設置工事 17,377,200 － 

平成 31年度 東館 電話交換機更新工事 43,780,000 － 

令和 2年度 北館 空調設備改修工事 39,545,000 － 

令和 4年度 全館 照明器具リース（LED化） 165,237,600 － 

 

本庁舎について、平成２８年度から上記のような対策事業を実施し、施設の長寿命化を図り

ました。 
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第３章 個別施設の計画 

第２節 赤堀支所庁舎 

（１）現状と課題 

 

１ 現状 

赤堀支所庁舎は、令和４年度末において、総延床面積は３,２３５.２５㎡で、本計画で対

象とする建物は、庁舎（２,６２０.３５㎡）、庁舎（別棟）（３２９.０８㎡）、倉庫１（１２

６.００㎡）、倉庫２（１５９.８２㎡）です。 

 また、建築後の経過年数を見ると、庁舎においては、昭和４７年８月に建築、建築後５１

年が経過し、その後、平成５年５月に増築改修工事を実施しました。なお、庁舎（別棟）を

建築してから建築後３０年が経過しています。また、倉庫１は、平成元年３月に建築してか

ら建築後３４年が経過し、改修が必要な時期の目安とされる築３１年を超えています。倉庫

２は、昭和４７年８月に建築してから建築後５１年が経過しています。 

 

２ 課題 

老朽化の進んでいる建物で大規模改修の実績がない建物や設備については、効果的な改

修を行うことにより、長寿命化を進めて更新費用の縮減を図る必要があります。また、建

物の改修や更新の際にはバリアフリーの推進やユニバーサルデザインの導入についても検

討するとともに、民間活力の活用等についても検討し、効率的な施設運営や行政サービス

の維持向上を図り、また、「第３次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)」の内

容を踏まえ、公共施設等の計画的な改修等による脱炭素化を推進する必要があります。 

赤堀支所庁舎配置図 
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（２）対策の優先順位 

 

 庁舎は公務の執行及び運営するうえで欠くことのできない建物であり、引き続き利用を

継続する必要があります。また、地域の行政サービスの拠点として利用されていることから

重要性はＡとしました。大規模改修が必要な時期の目安としている築３０年が経過してい

るため、老朽化度はＢとし、今後、建替えも視野に入れ計画的に改修に取り組んでいきます。

庁舎（別棟）には会議室、文書保存庫があるため重要性はＡとし、経過年数から老朽化度は

Ｂとしました。倉庫１、倉庫２については文書保管庫等として利用しているため重要性はＣ

とし、経過年数から老朽化度はＢとしました。 

 

棟名称 建築年月 大規模改修年月 重要性 老朽化度 

庁舎 昭和 47年 8月 - Ａ Ｂ 

庁舎（別棟） 平成 5年 5月 - Ａ Ｂ 

倉庫 1 平成元年 3月 - Ｃ Ｂ 

倉庫 2 昭和 47年 8月 - Ｃ Ｂ 

 

※＜建築物＞及び＜工作物・附帯設備＞の重要性・老朽化度は「第２章３ 優先順位の基本

的な考え方」（３ページ）に掲載しています。 
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（３）個別施設の状態等 

 

 庁舎は、建物の老朽化が進んでいるため、計画的に更新を行います。また、利用状況や将

来的なニーズも踏まえながら維持管理に努め、建替えを視野に入れながら整備を進めます。 

 倉庫１、倉庫２は文書保存庫等として利用しているため、当分の間、現状のまま修繕を行

いながら維持します。 

施設名称 赤堀支所庁舎 

棟名称 庁舎 庁舎（別棟） 倉庫 1 倉庫 2 

構造 鉄筋コンクリート造 鉄骨造 鉄骨造 鉄筋コンクリート造 

延床面積 2,620.35㎡ 329.08㎡ 126.00㎡ 159.82㎡ 

建築年月 昭和 47年 8月 平成 5年 5月 平成元年 3 月 昭和 47年 8月 

増築年月 
平成 5年 5月       

旧議会棟        
― ― ― 

経過年数 51年 30年 34年 51年 

耐用年数 60年 60年 31年 60年 

大規模改修年月 - - - - 

劣化・損傷 
建物の老朽化が

進んでいる。 
- 

建物の老朽化が

進んでいる。 

建物の老朽化が

進んでいる。 

重要性 Ａ Ａ Ｃ Ｃ 

老朽化度 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
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（４）対策内容、実施時期、費用 

 

 今後の建物の対策内容や実施時期、及び対策費用について棟ごとに示します。 

 

【庁舎】 

 庁舎は、昭和４７年８月に建築し、平成５年５月に旧議会棟の増築改修工事を実施しま

した。建築から５１年経過していることから、老朽化している設備に関しては、令和４年

３月に正面玄関・多目的トイレ等の一部改修工事を行いました。また、短期計画期間（令

和７年度から令和１１年度まで）に庁舎２階給排水衛生設備改修工事、庁舎２階空調機改

修工事、中期計画期間（令和１２年度から令和１６年度まで）に庁舎外壁改修工事、長期

計画期間（令和１７年度から令和３２年度まで）にＬＥＤ更新、庁舎建替えを計画してい

ます。また、脱炭素化の推進を図るため太陽光発電設備の設計委託及び設置も短期計画期

間（令和７年度から令和１１年度まで）に計画しています。なお、庁舎（別棟）は、現状

のまま文書保存庫として使用いたします。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

庁舎 

昭和 47 年 

8 月 

2,620.35 Ａ 

Ｂ 
大規模改修   

給排水・太陽光      

２階空調機 

204.3 

改修       

（外壁） 

39.6 

改修 

（照明 LED 更新）     

30         

建替       

880.6 

1,726.65 1,154.5 

庁舎 

(別棟) 

平成 5 年 

5 月 

329.08 Ａ Ｂ    329.08 - 

 

【倉庫】 

 倉庫１については平成元年３月に、倉庫２については昭和４７年８月に建築し、現在倉庫

として利用していますが、将来的には庁舎（別棟）に統合し、中期計画期間には取壊しを計

画しています。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

倉庫 1 

平成元年 

3 月 

126.00 Ｂ Ｂ  

統合 

2.5 

 0 2.5 

(    ) 
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棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

倉庫 2 

昭和 47 年 

8 月 

159.82 Ｂ Ｂ  

統合 

3.2 

 0 3.2 

〈対策費用の算定方法〉 

・建替費用については、国土交通省の令和６年度新営予算単価（建替５１万円/㎡、取壊し

２万円/㎡）を参考に試算しています。 

・改修費用については、業者見積から試算しています。 
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 ＜平成２８年度からこれまでの取り組み＞ 

 

建築物等の長寿命化事業 

 

設備等の更新事業 

 

赤堀支所庁舎について、平成２８年度から上記のような対策事業を実施し、長寿命化を図り

ました。その結果として、保有する総延床面積は、１３.２６㎡の増加となりました。 

実施年度 施設名称 実施内容 金額(円) 延床面積（㎡） 

令和 3年度 庁舎 1階 2階 庁舎改修工事 49,148,000円 13.26増 

実施年度 施設名称 実施内容 金額(円) 延床面積（㎡） 

平成 28年度 庁舎 1階 放送設備改修 1,134,000円 ― 

平成 29年度 庁舎 1階(外) 変電所改修 20,984,400円 ― 

平成 30年度 庁舎 1階 2階 電話設備更新 1,976,400円 ― 

令和 2年度 庁舎 2階 天井改修 577,500円 ― 

令和 2年度 庁舎 2階 空調機改修 2,211,000円 ― 

令和 3年度 庁舎 1階 2階 機械設備工事 20,097,000円 ― 

令和 3年度 庁舎 1階 2階 電気設備工事 4,565,000円 ― 
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あずま支所庁舎 
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第３章 個別施設の計画 

第３節 あずま支所庁舎 

（１）現状と課題 

 

１ 現状 

 あずま支所庁舎は、令和４年度末において、総延床面積は２,７７６.７１㎡です。昭和５

４年３月に建築（２,６３０.５５㎡）し、平成４年３月（１１６.１６㎡）と、平成１０年

３月（３０.００㎡）に増築しています。本計画で対象とする建物は、庁舎及び車庫１、車

庫２です。 

 また、建築の経過をみると、大規模改修が必要な時期の目安とされる築３０年を超えた４

４年が経過しています。車庫１、車庫２については、鉄骨造りで庁舎と同時期の建築のため、

耐用年数の３１年を経過しています。なお、車庫１は、倉庫として使用しています。 

 

２ 課題 

 庁舎は、設備の老朽化が進んでいるため、効果的な改修を行うことにより、長寿命化や更

新費用の縮減を図る必要があります。また、建物の改修や更新の際にはバリアフリーの推進

やユニバーサルデザインの導入についても検討するとともに、民間活力の活用等について

も検討し、効率的な施設運営や行政サービスの維持向上を図り、「第３次伊勢崎市地球温暖

化対策実行計画（事務事業編）」の内容を踏まえ、公共施設等の計画的な改修等による脱炭

素化の推進を図る必要があります。 

 

あずま支所庁舎配置図 
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（２）対策の優先順位 

 

庁舎は、公務の執行及び運営する上で欠くことができない建物であり、地域の行政サービ

スの拠点として利用されています。引き続き利用を継続する必要があるため、重要性はＡと

しました。大規模改修が必要な時期の目安とされる築３０年を経過しているため、老朽化度

はＢとし、今後、建替えも視野に入れ計画的に取り組んでいきます。車庫１については倉庫

機能を有しているため、重要性はＡとし、経過年数から老朽化度はＣとしました。車庫２に

ついては大規模な修繕は行わず、老朽化に応じて取壊しを予定することから重要性はＣと

し、経過年数から老朽化度もＣとしました。 

      

棟名称 建築年月 大規模改修年月 重要性 老朽化度 

庁舎 昭和 54年 3月 - Ａ Ｂ 

車庫１ 昭和 54年 3月 - Ａ Ｃ 

車庫２ 昭和 54年 3月 - Ｃ Ｃ 

 

※＜建築物＞及び＜工作物・附帯設備＞の重要性・老朽化度は「第２章３ 優先順位の基本

的な考え方」（３ページ）に掲載しています。 
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（３）個別施設の状態等 

 

 庁舎は、建物・附帯設備ともに老朽化が進んでいるため、利用状況や将来的なニーズも踏

まえながら維持管理につとめ、建替えを視野に入れながら整備を進めます。 

車庫１は引き続き倉庫として使用していくため、今後も修繕が必要となります。車庫２は、

老朽化に応じ取り壊します。 

 

施設名称 あずま支所庁舎 

棟名称 庁舎 車庫１ 車庫２ 

構造 鉄筋コンクリート造 鉄骨造 鉄骨造 

延床面積 2,776.71㎡ 209.99㎡ 73.35㎡ 

建築年月 昭和 54年 3月 昭和 54年 3月 昭和 54年 3月 

増築年月 

・平成 4年 3月 

書庫、ピロティ 

・平成 10年 3月 

サーバー室 

― ― 

経過年数 44年 44年 44年 

耐用年数 60年 31年 31年 

大規模改修年月 - - - 

劣化・損傷 
躯体にヒビ・鉄骨露

呈、防水加工の劣化 

屋根・壁の劣化が 

進んでいる。 

屋根・壁の劣化が 

進んでいる。 
 

重要性 Ａ Ａ Ｃ 

老朽化度 Ｂ Ｃ Ｃ 
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（４）対策内容、実施時期、費用 

 

 今後の建物の対策内容や実施時期及び対策費用について棟ごとに示します。 

 

【庁舎】 

庁舎は昭和５４年３月に建築し、平成４年３月と平成１０年３月に増築を行っています。

建築からすでに４４年が経過していることから、短期計画期間には防水工事を計画してい

ます。また、令和２１年に耐用年数となる築６０年を迎えることや主要設備の更新期が集中

することなどから、長期計画期間には建替えを計画しています。 

設備に関しては、短期計画期間には受電設備の改修、太陽光発電設備の設計業務委託及び

設置、中期計画期間には空調設備及び消火栓の改修を計画しています。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

庁舎 

昭和 54 年 

3 月 

2,776.71 Ａ Ｂ 

改修 

（防水・太陽光・受電） 

193 

改修 

（空調・消火栓） 

100 

建替 

931.6 

1826.71 1,224.6 

 

【車庫】 

 車庫１、車庫２は昭和５４年３月に建築し、耐用年数となる３１年を超えた４４年が経過

しています。車庫１は現在、倉庫として使用しており、今後も現状の機能を維持する必要が

あるため、修繕を適時実施します。車庫２は、公用車の車庫として使用しておりますが、屋

根や壁の老朽化が進んでいるため取壊しを行います。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

車庫１ 

昭和 54 年 

3 月 

209.99 Ａ Ｃ    209.99 - 

車庫２ 

昭和 54 年 

3 月 

73.35 Ｃ Ｃ 

取壊し 

1.5 

  0 1.5 

※点検・診断及び修繕は、適宜実施します。 
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〈対策費用の算定方法〉 

・建替費用については、国土交通省の令和６年度新営予算単価（建替５１万円／㎡、取 

壊し２万円／㎡）を参考に試算しています。 

・改修費用については、業者見積から試算しています。  
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＜平成２８年度からこれまでの取り組み＞ 

 

建物等の長寿命化事業 

実施年度 施設名称 実施内容 金額（円） 延床面積（㎡） 

令和 2年度 あずま支所 
耐震補強工事  

(※空調設備と同時施工) 
72,759,000円 - 

 

設備等の更新事業 

実施年度 施設名称 実施内容 金額（円） 延床面積（㎡） 

令和 2年度 あずま支所 
空調設備改修工事 

(※耐震補強と同時施工) 
77,677,000円 - 

 

あずま支所庁舎について、平成２８年度から上記のような対策事業を実施し長寿命化を図

りました。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

あ
ず
ま
支
所 

 

 



 

 

 

境
支
所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

境支所庁舎 
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第３章 個別施設の計画 

第４節 境支所庁舎 

（１）現状と課題 

 

１ 現状 

 

 境支所庁舎は、令和４年度末において、総延床面積は３,４９６.５３㎡です。本計画で対

象とする建物は、庁舎（２,４０６.７９㎡）、会議用庁舎（９６７.７４㎡）及び倉庫です。 

また、建築後の経過年数を見ると、庁舎は昭和３７年１０月に建設されて以降、昭和５４年

３月に東棟、平成９年３月に正面玄関ホール及び南側通路を増築しています。当初の庁舎建

設から６０年が経過しており、建替えが必要な時期の目安とされる築６０年を超えていま

す。 

 

２ 課題 

 

庁舎は、築６０年を経過しているため、建物本体をはじめ、空調設備、電気設備などの附

帯設備の老朽化が顕著な状況です。 

 庁舎の建替えの際にはバリアフリーの推進やユニバーサルデザインの導入について検討

するとともに、民間活力の活用等についても検討し、地域の行政需要に見合った規模とし、

効率的な施設運営や行政サービスの維持向上を図ります。 

 また、「第３次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の内容を踏まえ、公共施

設等の計画的な改修等による脱炭素化の推進を図る必要があります。 

 

境支所庁舎配置図 
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（２）対策の優先順位 

 庁舎は公務の執行及び運営するうえで欠くことのできない建物であり、引き続き利用を

継続する必要があります。また、地域の行政サービスの拠点として利用されていることから、

重要性はＡとしました。老朽化度については、昭和３７年１０月に建築し、その後、昭和５

４年３月に東棟、平成９年３月に正面玄関と南側通路部分を増築していますが、最初の建築

から６０年経過していることから、老朽化度はＣとしました。平成３年２月に建築した会議

用庁舎は存続する必要性や今後の在り方を考慮し重要性をＢとし、経過年数以上に著しく

設備等が劣化、損傷しているため、総合的に判断し老朽化度をＢとしました。倉庫１、倉庫

２については、車庫の再利用であり実用的ではないため重要性はＣとし、経過年数をもとに

判断した結果、老朽化度はＢとしました。 

 今後は、老朽化している庁舎の建替えや、その他の施設については統合を検討し、施設の

利便性を向上させる必要があります。 

棟名称 建築年月 大規模改修年月 重要性 老朽化度 

庁舎 昭和 37年 10月 - Ａ Ｃ 

会議用庁舎 平成 3年 2月 - Ｂ Ｂ 

倉庫 1（庁舎西側） 平成 4年 10月 - Ｃ Ｂ 

倉庫 2（庁舎西側） 平成 4年 10月 - Ｃ Ｂ 

 

※＜建築物＞及び＜工作物・附帯設備＞の重要性・老朽化度は「第２章３ 優先順位の基本

的な考え方」（３ページ）に掲載しています。 
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（３）個別施設の状態等      

 

 庁舎は大規模改修が必要な時期の目安としている築３０年を大幅に超えているため、建

物のほか空調設備、給排水衛生設備、電気設備等の老朽化が進んでいることから、今後建替

えを行う必要があります。 

 その他の建物については、庁舎建替え時に統合を計画しています。 

 

施設名称 境支所庁舎 

棟名称 庁舎 会議用庁舎 
倉庫１ 

（庁舎西側） 

倉庫２ 

（庁舎西側） 

構造 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 鉄骨造 鉄骨造 

延床面積 2,406.79 ㎡ 967.74 ㎡ 100.00 ㎡ 22.00 ㎡ 

建築年月 昭和 37 年 10 月 平成 3 年 2 月 平成 4 年 10 月 平成 4 年 10 月 

増築年月 

・昭和 54年 3 月 

 東棟 

・平成 9 年 3 月 

 正面玄関 

 南側（通路） 

― ― ― 

経過年数 60年 32年 30年 30年 

耐用年数 60年 60年 31年 31年 

大規模改修年月 - - - - 

劣化・損傷 

空調設備、給排水

衛生設備、電気設

備の老朽化が進ん

でいる。 

雨漏りや空調設

備、電気設備の老

朽化が進んでい

る。 

- - 

重要性 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 

老朽化度 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 
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（４）対策内容、実施時期、費用 

 

 今後の建物の対策内容や実施時期、及び対策費用について棟ごとに示します。 

 

【庁舎】 

 庁舎は、昭和３７年１０月に建設し、その後一部増築を行い、地域の行政サービスの拠点

として機能を維持しています。設備に関しては、空調設備や給排水衛生設備、照明設備など

が老朽化し、また最初の建築から大規模改修の目安とされる建築後３０年を大幅に経過し

ていることを踏まえ、中期計画期間に建替えを計画し、建替え後１５年を目安に空調設備の

改修を計画しています。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

庁舎 

昭和 37 年 

10 月 

2,406.79 Ａ Ｃ  

建替 

928.7 

改修 

20 

1,821.06 948.7 

 

【会議用庁舎】 

 会議用庁舎は、平成３年２月に建築し、現在も会議等で利用していますが、空調設備、照

明設備等の老朽化が進んでいるため、庁舎建替え時に統合し、中期計画期間には取壊しを計

画しています。 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

会議用 

庁舎 

平成 3 年 

2 月 

967.74 Ｂ Ｂ  

統合 

19.4 

 0 19.4 
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【倉庫１・倉庫２】 

 庁舎西側にある倉庫１、倉庫２はともに、車庫として平成４年１０月に建築し、現在は倉

庫として利用していますが、建物が老朽化していることから、庁舎建替え時に統合し、 中

期計画期間には取壊しを計画しています。 

 

棟名称 建築年月 

延床面積 

（㎡） 

重要性 老朽化度 

対策内容 

対策後の 

延床面積

（㎡） 

対策費用 

（百万円） 

短期（R7～R11） 

対策費用 

（百万円） 

中期（R12～R16） 

対策費用 

（百万円） 

長期（R17～R32） 

対策費用 

（百万円） 

倉庫１ 

（庁舎西側） 

平成 4 年 

10 月 

100.00 Ⅽ Ｂ  

統合 

2 

 0 2 

倉庫２ 

（庁舎西側） 

平成 4 年 

10 月 

22.00 Ⅽ Ｂ  

統合 

0.4 

 0 0.4 

 

〈対策費用の算定方法〉 

・建替費用については、国土交通省の令和６年度新営予算単価（建替５１万円／㎡、取壊

し２万円／㎡）を参考に試算しています。 

・建替単価は、取壊し費用を含んでいます。 

・改修費用については、過去の類似案件の実績から試算しています。 
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＜平成２８年度からこれまでの取り組み＞ 

                             

建築物等の長寿命化事業 

 

境支所庁舎について、平成２８年度から上記のような対策事業を実施し、施設の長寿命化を

図りました。 

実施年度 施設名称 実施内容 金額 (円) 延床面積 (㎡) 

平成 30年度 境支所庁舎 屋上防水改修工事 36,709,200円 - 



 

 

 

境
支
所 
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第４章 今後の対応方針（本庁舎・支所庁舎） 

  

「伊勢崎市公共施設等総合管理計画」では、公共施設等の総合的かつ計画的な管理運営の

実現の基本的な取り組みとして「総量の適正化」「長寿命化の推進」「効率的な管理・有効活

用」を設定した上で、個別具体的な取り組みを進めることとしています。 

 本計画では、令和３２年度までの計画的な施設整備を示していますが、これを確実に実行

していくために、「伊勢崎市公共施設等総合管理計画」の用途別の基本的な方針に基づき、

かつ今後の本市の財政動向や社会環境の変化を見据え、更新費用の縮減に取り組み、施設の

安定的な管理運営を推進していくこととします。 

 

・今後の需要見込みを踏まえ、他施設との統廃合、複合化に取り組み、施設の需要と立地の

マッチングを図ります。 

・大規模改修の際には機能的な耐用年数の延長を可能にする改修内容を組み入れます。 

・建替え、大規模改修にあたっては新工法などの導入に積極的に取り組み、工事費の縮減を

図ります。 

・本庁舎、支所庁舎は防災拠点としての機能を果たすため、安全性の確保に努めます。 

・ユニバーサルデザイン２０２０行動計画に基づき、バリアフリーの推進やユニバーサルデ

ザインの導入や「第３次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の内容を踏ま

え、公共施設等の計画的な改修等による脱炭素化の推進を図るとともに、民間活力の活用

等についても検討し、効率的な施設運営や行政サービスの維持向上を図ります。 

 

 本計画に基づく個々の施設の更新等にあたっては、「伊勢崎市総合計画」との整合性を確

保していくとともに、本計画で定めた内容についても必要に応じて適宜見直していくこと

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊勢崎市本庁舎・支所庁舎個別施設計画 

令和２年２月策定 

令和７年３月改訂 

 

本計画策定課 

総務部行政課 

電話：0270-27-2702（ダイヤルイン） 

市民部赤堀支所庶務課 

電話：0270-62-9790（ダイヤルイン） 

市民部あずま支所庶務課 

電話：0270-62-9904（ダイヤルイン） 

市民部境支所庶務課 

電話：0270-74-0084（ダイヤルイン） 




